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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、創業以来、「努力創造」を社是として邁進してまいりました。この社是のもと、(ⅰ)ステークホルダーから信頼される経営を維持すること、
(ⅱ)企業価値の健全な向上を図ること、そして(ⅲ)事業を通じて社会に貢献できることが使命と考え、コーポレート・ガバナンスの強化充実に取り組
んでおります。

特に、近時の社会的要請であるＥＳＧ、ＳＤＧｓ、健康経営などを踏まえ、法令、社会規範、企業倫理、地域社会貢献などに高い意識を持った品格
ある企業・企業人を目指しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則をすべて実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

丸山　永樹 1,294,700 8.90

東京中小企業投資育成株式会社 1,170,000 8.04

株式会社八十二銀行（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 721,000 4.95

株式会社みずほ銀行（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社） 721,000 4.95

エムケー精工従業員持株会 615,732 4.23

三井住友海上火災保険株式会社 580,660 3.99

大久保　文夫 541,148 3.72

丸山　繁夫 504,400 3.46

早川　弘之助 454,800 3.12

昭和商事株式会社 279,200 1.92

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2020年3月20日現在の状況です。なお、同日現在、自己株式1,055,223株保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数
10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

上條　由紀子 その他

滝沢　玲奈 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

上條　由紀子 ○

特許業務法人 太陽国際特許事務所

弁理士

長崎大学研究開発推進機構FFGアントレ
プレナーシップセンター教授

これまで直接会社の経営に関与したことはあり
ませんが、弁理士として豊富な経験と専門知識
を有し、また数々の教育研究を通じて人材育成
や経営戦略に精通しており、主にコンプライア
ンス、人事戦略の観点からの助言を得られるた
め、選任しております。

また、会社法における社外取締役の要件、東

京証券取引所の定める独立役員の要件及び

当社の「社外役員の独立性に関する基準」をい
ずれも満たしており、当該社外取締役を独立役
員に指定しております。



滝沢　玲奈 ○ 滝沢食品株式会社　総務部副部長

メディア報道の第一線で活躍された経験から、
当社グループの新規事業等に有益な提言をい
ただいております。今後は、これまで培ってこら
れた経験と、食品工場の管理業務全般や経営
に関する幅広い見識を活かし、当社グループ
の食品加工機械の事業領域拡大に向けて適
切な助言をいただけるものと期待し、選任して
おります。

また、会社法における社外取締役の要件、東

京証券取引所の定める独立役員の要件及び

当社の「社外役員の独立性に関する基準」をい
ずれも満たしており、当該社外取締役を独立役
員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会は、常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成されます。社外監査役は、１名が公認会計士、他１名は会社経営に精通され、専門的な
見地から発言をいただいております。常勤監査役が全ての取締役会に出席するほか、重要な会議には社外監査役も同席して、取締役の職務執
行を監査しております。

内部監査は、代表取締役の直轄組織である内部監査室（２名専従）が担当しております。内部監査室では、子会社を含む業務執行部署の内部

統制の整備・運用の状況及び業務執行の有効性、効率性を監査し、その結果を代表取締役及び監査役会へ報告しております。

監査役会と内部監査室とは、内部監査の報告に対し監査役が説明を求め、また監査役から内部監査について助言することで連携を図っており

ます。また、監査役は、四半期・期末決算に際しては四半期レビュー・会計監査に立会い、会計監査人から報告や説明を受けることにより連携を

保っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

三浦　伸昭 公認会計士

廣中　龍蔵 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）



m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

三浦　伸昭 ○ 三浦公認会計士事務所　所長

これまで社外取締役または社外監査役となる

こと以外の方法で直接会社の経営に関与した

ことはありませんが、公認会計士としての高度

な専門知識と豊富な経験を有しており、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性及び当社経理

システム並びに内部統制について助言・提言

を得られるため、選任しております。

また、会社法における社外監査役の要件、東

京証券取引所の定める独立役員の要件及び

当社の「社外役員の独立性に関する基準」をい
ずれも満たしており、当該社外監査役を独立役
員に指定しております。

廣中　龍蔵 ○ 株式会社ドッツ　代表取締役

経営者やビジネスコンサルタントとしての経験
及び幅広い業務や経営の知識を監査に反映し
ていただくことを期待して選任しております。

また、会社法における社外監査役の要件、東

京証券取引所の定める独立役員の要件及び

当社の「社外役員の独立性に関する基準」をい
ずれも満たしており、当該社外監査役を独立役
員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

・当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

・＜社外役員の独立性に関する基準＞

　　当社は、社外取締役または社外監査役（以下、併せて社外役員）の選任にあたっては、以下の基準に従って判断することとしております。

　

　　独立役員は、以下のいずれにも該当することなく、当社の経営から独立した中立の存在でなければならない。

　　イ． 当社及び当社の関係会社（以下、併せて当社グループという）の業務執行者

　　ロ． 当社グループの主要な取引先の業務執行者

　　ハ． 当社の大株主（総議決権の10％以上を直接または間接的に保有する者）またはその業務執行者

　　ニ． 当社グループが大口出資者となっている者（当社グループが総議決権の10％以上を直接または間接的に保有）またはその業務執行者

　　ホ． 当社グループから寄付を受けている者またはその業務執行者

　　ヘ． 当社グループの業務執行者が社外役員に就いている会社の業務執行者

　　ト． 当社グループから役員報酬以外に報酬を得ているコンサルタント、会計士、弁護士等（報酬を得るのが法人、組合等の団体である場合

　　　　 は、そこに所属する者）

　　チ． 当社の法定監査を行う監査法人に所属する者

　　リ． 過去３年以内に、上記イからチのいずれかに該当していた者

　　ヌ． 下記いずれかに該当する者の近親者等

　　　　　ａ 当社グループの重要な業務執行者

　　　　　ｂ 上記ロからヘのいずれかに該当する者のうち重要な業務執行者

　　　　　ｃ 上記ト・チのいずれかに該当する重要な業務執行者、会計士及び弁護士

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

譲渡制限付株式報酬制度の導入

取締役（社外取締役を除く）を対象に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様と一層の価値共有を進
めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を新たに導入することを2019年６月12日開催の第63回定時株主総会において決議いただいてお
ります。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告において、役員区分ごとの報酬等の総額を開示しております。

2020年３月期における取締役に対する報酬等の総額は、支給人数12名に対し、219,009千円（うち社外取締役２名　3,900千円）であります。

（注）

・2019年６月12日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含んでおります。

・譲渡制限付株式の付与による報酬額として7,875千円が含まれております。

・使用人兼務取締役はおりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、固定報酬、譲渡制限付株式報酬、退職慰労金により構成されており、固定報酬、譲渡制限付株式報酬については株主総会で
決議された報酬限度額の範囲内において、取締役会の決議により一任された代表取締役丸山将一が、各取締役の役位や職責、執行の状況、会
社の業績等を総合的に勘案して決定しております。

退職慰労金については、退職慰労金を支給することを取締役会に一任する旨の株主総会決議のうえで、取締役会の決議にて決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役につきましては、専従スタッフを置いておりませんが、状況に応じて管理本部、経理本部及び内部監査室と連携し、

それぞれの職務をより円滑に遂行できるよう情報伝達や資料提供を行うなど、適時サポートをしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．企業統治の体制の概要

当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名と社外監査役２名との計３名で構成されております。その上で、経営効率の向上
と意思決定の迅速化を図るため、経営の意思決定及び監督機能を担う取締役会と、業務執行機能を担う執行役員とに分離する執行役員制度を
採用しております。取締役会は、毎月開催する定例会議と必要に応じ開催される臨時会議とで、重要事項の審議や意思決定を行っております。

（取締役会）

　取締役会は、取締役９名（うち社外取締役２名）で構成し、法令、定款及び取締役会規則その他社内規程に従い、重要な意思決定を行うととも

　に取締役の職務執行を監督しております。社外取締役は、取締役会において自身の経験、識見に基づき、独立した立場から意見を述べており

　ます。

（監査役会）

　監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成し、取締役会その他重要な会議に出席し、必要に応じて意見表明を行うなど法令、監査

　役会規程、監査役監査要領及び監査役会が定める監査方針に基づき適正な監査を行っております。会計監査及び業務監査においては、会

　計監査人、内部監査室との連携を図り、その実効性を高めるよう努めております。

（執行役員会）

　社長及び部門担当執行役員からの方針伝達、執行役員からの業務状況報告及び経営計画達成に向けた施策を議論することを目的に開催し

　ております。

（内部監査室）

　社長直轄の内部監査室は、各部門の業務全般の適正性について定期的に内部監査を実施し、監査結果を社長に報告しております。また、併

　せて監査役に報告する等、情報交換を行い連携をとっております。

２．会計監査の状況

当社の2020年３月期の会計監査業務を執行した公認会計士は、神戸宏明氏、矢崎英城氏であり、東邦監査法人に所属しております。会計監

査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その他２名であります。

３．監査役の機能強化に関する取組状況

監査役の機能強化に関する取組状況につきましては、「監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」及び「社外取締役（社外監査役）のサ

ポート体制」をご覧ください。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

監査役会において、当社の業務に精通した常勤監査役の他に、社外監査役２名を置いており、社外監査役１名は公認会計士、他の１名は会社経
営に精通された経験豊富な方々であり、十分な監査機能を発揮できるものと考えております。

また、取締役会には、社外取締役２名を置いており、知的財産や人材育成に豊富な経験を持つ社外取締役と、食品工場の管理業務全般や経営



に関する幅広い見識を有する社外取締役であり、取締役の業務執行の監督や、当社経営計画等の策定へ参画をお願いしております。

以上の監査役会及び取締役会の体制により、コーポレート・ガバナンスの当面の実効性は確保できるものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
当社は決算日が3月20日のため、株主総会の開催日が集中日に当たることはありませ
ん。

その他
株主総会招集通知を当社ホームページ

https://www.mkseiko.co.jp/corporate/ir/ に掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
投資家向け情報として、決算短信、四半期決算短信、その他適時開示資料、

決算説明資料（年２回）等を当社ホームページ

https://www.mkseiko.co.jp/corporate/ir/ に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理本部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たし企業倫
理を守るため、「企業行動規範」を定めて社員に周知徹底を図るとともに、行動指針として
「ＭＳＫ宣言」を定めて当社グループで共有し、すべてのステークホルダーから信頼される
経営を目指しております。当宣言の内容は以下のとおりであります。

※「ＭＳＫ宣言」とは、エムケーグループの中心に（ＭとＫの間に）ステークホルダー（Ｓ）を置
く経営すなわち、ステークホルダーからの信頼を得る経営「ＭＳＫの経営」を企業行動指針
として定義したものです。

１）ＣＳＲ

　利潤追求の企業活動とともに良き企業市民として社会的利益への貢献活動を率先して
行う。

２）サプライチェーンマネジメント

　わが社の行動指針の内容や企業理念を社内の徹底のみならず取引先に至るまで周知と

価値観の共有を図る。

３）求・消・営

　社会的に有用で安全な商品・サービスを開発、提供し消費者・顧客の満足と信頼を獲得
する。

また個人情報・顧客情報の保護に十分配慮する。

４）コンプライアンス

　社会的規範を遵守する。

　日頃から耳障りな報告・情報を避けない姿勢を内外に明らかにし、問題が発生したときに

は迅速な処置と説明責任を果たす。

５）セキュリティー

　安心・安全で働きやすい職場環境づくりをし、なおかつ地域の安全・安心な社会づくりにも
積極的に貢献する。

６）ディスクロージャー

　ステークホルダー及び広く社会とのコミュニケーションを図り、企業情報を積極的かつ公
正に開示する。

７）環境保全

　地球環境との調和を図り、人や社会、自然を大切にする。

８）社会正義

　反社会的勢力及び団体は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える故にこれとは断固と
して対決する。

９）国際化

　海外事業活動においては、国際ルールや現地の法律の遵守はもとより、現地の文化を

尊重する。

10）信頼の経営

　以上のまとめとして、すべてのステークホルダーから信頼される経営を目指し、企業の発

展とともに持続可能な社会の創造に向かって自主的に行動する。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、ＩＳＯ14001の認証を取得し、環境方針に基づき環境保全活動に取り組んでおりま
す。さらにこれらの活動から、ＳＤＧｓへの実効的な運用への展開を図っております。

また、環境省が推進する健全な水循環や水環境保全に取り組む官民連携啓発プロジェク
ト「ウォータープロジェクト」に参加しました。門型洗車機など洗浄機器を提供する企業とし
て、環境性能の向上、水を汚さない生産工程、ユーザーに対する啓発活動などを推進し、
水資源の大切さを社内外に広く発信することに努めております。

社会貢献活動としては、当社は地域の青少年の健全育成とスポーツ支援のため、「エム
ケー杯全国選抜長野県ミニバスケットボール大会」に毎年特別協賛しており、地域社会の
成長・発展に貢献できるよう、社会貢献活動に取り組んでおります。

その他

・女性の活躍推進に係る取組み

一人ひとりのライフサイクルを踏まえた柔軟な働き方を目指し、各種施策をトップダウンとボ
トムアップの両面からＰＤＣＡサイクルで展開しています。

具体的には、結婚、出産、育児、介護、配偶者の転勤などを踏まえ、法定以上の各種休暇
（アニバーサリー休暇やワンオペレーション支援休暇など）、手当・応援金、時短勤務や在
宅勤務（雇用型／非雇用型）などを整備しています。

なお、女性役員については、取締役９名のうち２名を選任しております。

・健康経営に関する取組み

当社は、社員とその家族の健康は個々人の幸せの礎であり、会社が継続的に成長・計画
達成して社会的責務を果たすための源と考えております。健康を保持・増進する健康経営
を最重要課題の一つと捉え、安心して生き生きと働くことができる労働環境の整備に担当
役員と推進部門を中心に全ての役員と社員が取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、業務の有効性と効率性及び財務報告の信頼性を図り、関連法規の遵守に努めることを基本方針として、内部統制システムを以下のとお
り定めております。

＜内部統制システムの整備の状況＞

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・役員及び従業員の職務の執行が、法令及び定款に適合しかつ社会的責任を果たし企業倫理を守るため、「企業行動規範」を定め全社員に

　　周知徹底させる。

　・内部通報等を適切に処理し企業の自浄機能を維持するため規程を整備し、社内へ周知を図る。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　・重要な意思決定及び報告に関しては、文書化し保管するとともに、その文書の作成、保存及び廃棄に関する規程を整備し徹底を図る。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　・「リスク管理規程」を制定し、当社におけるリスクを定義した上で、そのリスクに対する責務、対応等を定めて社内への周知を図り、統括的なリ

　　スク管理を図る。

　・災害等の危機発生の際にも当社事業の継続を図るため、「事業継続計画」を策定し、社内へ周知を図る。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・事業計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役ごとに業績目標を明確化する。

　・意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、重要な事項については関係する取締役の合議により慎重な意思決

　　定を行う。

５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　 ・定期的に当社及び子会社（海外子会社を除く）の取締役が参加する連絡会議を設け、子会社における重要な事項について報告するよう義

　　 務づける。なお、海外子会社については、当社の取締役に対し定期的な文書による報告を求め、必要に応じて連絡会議を設ける。

　ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　・当社で策定した規程及びその他の施策を子会社へ水平展開することで、子会社のリスク管理を図る。

　ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　・子会社に事業計画の策定と報告を求めるとともに、当社と子会社とで事業計画に一定の統制を求めることで、グループ全体の業績目標を

　　 明確化する。

　ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　・当社で策定した「企業行動規範」をグループ全体の行動指針と位置付け、子会社に周知させ浸透させることにより、グループ全体のコンプ

　　 ライアンス体制の構築を図る。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　・監査役室を設けて監査役を補助すべき従業員を置く。

７）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実行性の確保に関する事項

　・監査役を補助すべき従業員は、専ら監査役の指揮命令に従うものとし、その人事異動、人事評価については監査役会の意向に従う。

８）監査役への報告に関する体制

　イ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　　・役員及び従業員は、会社に著しい損害を及ぼす事項が発生した又は発生する恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見

　　　したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

　　・事業部門を統括する取締役は、監査役会と協議の上、定期的又は不定期に、担当する部門の業務執行状況について報告する。

　　・取締役は内部者通報制度の運用状況、通報内容について定期的又は不定期に報告する。

　ロ．子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

　　・子会社の役職員は、当社の監査役へ業務執行状況について定期的に書面により報告し、また当社の監査役から特に報告を求められたとき

　　 は随時速やかに報告する。

９）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　・社内規程により、監査役へ報告をした者がその報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることを禁止し、この規程を社内に周知徹底

　　する。

10）監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　・監査役がその職務の執行について費用の請求をしたときは、担当部門で審議してその費用が監査役の職務執行に不要と認められない限り、

　　速やかにその費用を負担する。

11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　・役職員の監査役の監査に対する理解を深め、監査役の監査の環境を整備する。

　・監査役の監査の実施に当たり、監査役が必要と認める場合における弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携体制の環境を整備する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社及び当社グループは、「企業行動規範」及び「ＭＳＫ宣言」において反社会的勢力との隔絶を内外に表明し、反社会的勢力には断固とした態
度で臨み、一切関係を持たないことを基本方針としております。

また、平素より警察、顧問弁護士、その他関連機関との連携を図り、体制強化に努めてまいります。なお、反社会的勢力への対応部署は、当

社管理本部内に設置いたしております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

会社情報の適時開示に係る社内体制の概要

当社における適時情報開示に関する業務は、取締役管理本部長が情報開示担当役員として統括しております。

なお、東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」の開示基準に該当する情報は、情報開示担当役員の管理下において本社経理本部により

迅速かつ適切に開示手続が行われております。

適時開示に係る開示手続の概要は、次のとおりです。

１．決定事実に関する情報

取締役会決議等、会社の業務執行を実質的に決定する機関により決議が行われた時点において、速やかに情報開示担当役員及び代表取締

役社長の承認を得て開示手続を行っております。

２．発生事実に関する情報

当該発生事実を認識した時点において、速やかに情報開示担当役員及び代表取締役社長の承認を得て開示手続を行っております。

３．決算に関する情報

経理本部にて開示資料を作成の後、速やかに情報開示担当役員及び代表取締役社長の承認を得て開示手続を行っております。






